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１．はじめに
わが国では，平成19年に統計法（平成19年法律第53号）が成立してから，
公的統計の二次的利用の推進が図られてきた。統計法に基づき策定された
「公的統計の整備に関する基本的な計画」（平成21年３月13日閣議決定。以
下「基本計画」と呼称）においては，「二次的利用に係るガイドラインに基
づき，平成21年度から，秘密の保護に配慮しつつ，二次的利用に係る事務
処理を適切に開始し，平成22年度以降，順次，二次的利用の対象となる統
計調査やサービスを拡大する」ことが求められている。この「基本計画」
に基づいて，オーダーメード集計及び匿名データの２種類の二次的利用の
サービスが開始された。　
こうした公的統計の二次的利用に関する統計法制度に基づいて，わが国
では，７調査の匿名データが提供されており，国勢調査に関しても，平成
12年と17年の匿名データが提供されている。現在提供されている国勢調査
の匿名データ（以下「提供済匿名データ」と呼称）は，世帯単位に基づい
国勢調査における匿名化ミクロデータ
の作成可能性1）
伊　藤　伸　介
1）本稿は，伊藤・星野・阿久津（2016a, 2016b）を加筆・修正したものである。本稿における
国勢調査の個票データを用いた秘匿性および有用性の定量的な評価に関する試算結果は，
（独）統計センターの星野なおみ氏によるものであるが，（独）統計センターおよび総務省統
計局より単著としての取りまとめの許可をいただき，本稿を作成した。（独）統計センター
および総務省統計局の関係各位にお礼を申し上げたい。
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て，サンプリング率が１％で抽出されるだけでなく，リコーディング，ト
ップコーディング，レコード削除等の匿名化措置が適用されている。
ところで，わが国においてすでに提供されている国勢調査の匿名データ
は，都道府県及び人口50万以上の市区を最小の地域区分とするデータであ
るが，より詳細な地域区分を用いた分析が可能なミクロデータに対するニ
ーズが存在すると思われることから，国勢調査に関しては，詳細な地域区
分を持つ匿名データの提供可能性が検討されてよい。他方で，ミクロデー
タに含まれる個体情報の秘匿性を考慮した上で，ミクロデータに対する匿
名化措置を適用することが求められる。本稿では，国勢調査を対象に，提
供済匿名データにおける秘匿性の程度を考慮しつつ，有用性の高い匿名デ
ータの作成可能性を追究する。
２．「許容可能な母集団一意の比率」に基づく秘匿性と有用性の検証
匿名化ミクロデータ（公的統計の個票データに匿名化技法が適用された
データ）の作成・提供においては，秘匿性に関する閾値を設定した上で，
その閾値を超えない形で，様々な匿名化技法が適用されることが考えられ
る。秘匿性に関する閾値については，主に２つの考え方が存在する。第１
は，閾値に関する設定可能性である。例えば，イギリスの1991年人口セン
サスの匿名化標本データ（Samples of Anonymised Records=SARs）を作
成する上で，閾値ルール（thresholding rule）に基づく地域区分，個人・世
帯属性の分類区分とサンプリング率の関係についての定式化 （Dale（1995）, 
Marsh et al.（1994）, 伊藤（2011））2） が議論されている。第２は，既存の
匿名化ミクロデータの秘匿性と同レベルの秘匿性を有する匿名化ミクロデ
ータの作成可能性である。イギリスの2001年人口センサスでは，地域区分
が詳細な小地域ミクロデータ（Small Area Microdata=SAM）の作成に関
する研究において，Tranmer等が1991年SARsにおける露見リスクを基準と
したSAMの露見リスクに関する相対評価を試みている（Tranmer et 
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al.（2005））。
これらの先行研究を参考にしながら，本研究では，現在，提供されてい
る平成12年国勢調査の匿名データより詳細な地域区分において，「許容可
能な」3）リコーディングの組み合わせとサンプリング率との関係を検討し
た。そのために，提供済匿名データについて秘匿性に関する定量的な評価
を行い，その秘匿性の評価値を基準値とした上で，特定の地域区分を対象
に秘匿性に関する相対的な評価を行う。
２－１　秘匿性に関する定量的な評価方法
本研究では，提供済匿名データと同様の方法により独自に作成した匿名
化ミクロデータと同レベルの秘匿性を可能にするような匿名化措置につい
て，平成12年国勢調査の個票データを用いて検討を進める。本研究では，
特定の都道府県における市区町村から選び出した人口約500,000人の地域
（以下「地域A」），人口約100,000人の地域（以下，「地域B」）及び人口50,000
人の地域（以下「地域C」）を対象にして作成したデータセット （以下では，
それぞれ「データA」，「データB」，「データC」と呼称）を作成した。なお，
提供済匿名データにおいては，人口50万以上の市区が最小の地域区分とな
っており，データAがそれに該当する。また，データAについては世帯単位
国勢調査における匿名化ミクロデータの作成可能性
2）閾値ルールとは，SARsにおいて許容されている最小の地域区分において，各変数における
分類区分の期待度数（expected count） が，標本のレベルで１以上になることである（Marsh 
et al.（1994, p.43），伊藤（2011））。なお，母集団における期待度数は，下記の式で定式化
される（Dale（1995, p.8））。
　
　ここで C: 母集団における期待度数
　　X: 標本抽出率（個人SARの場合1/50，世帯SARの場合1/100）
　　Y: イギリス全土の総人口（約5600万人）
　　Z:  地域区分における最小の人口規模（ex. 個人SARについては約12万人，世帯SARに関
しては約190万人が適用されている。）
3）本研究における「許容可能」とは，匿名化ミクロデータにおける秘匿性が，本研究において
設定した秘匿性の閾値を超えないことを意味している。
244
で抽出されたデータを，データBとデータCに関しては世帯単位で抽出され
たデータと個人単位で抽出されたデータを，それぞれ作成した。
　本研究では，伊藤・星野（2014）や伊藤（2017）に基づき，秘匿性に
関する第１の研究として，リコーディングを行ったデータを対象に母集団
一意（population unique）の比率を計測した。本研究において，母集団一
意の計測のために使用するキー変数は，次の10変数である。
①　住宅の建て方((原区分(国勢調査結果集計における分類区分で，統合さ
れる前の区分，以下同様)は５区分，統合区分（本研究における統合さ
れた分類区分，以下同様）は４区分))
②　住居の種類(原区分は９区分，統合区分は６区分)
③　性別(原区分は２区分，統合区分も原区分と同様に２区分)
④　配偶者の有無(原区分は５区分，統合区分も原区分と同様に２区分)
⑤　国籍(原区分は12区分，統合区分は２区分)
⑥　労働力状態(原区分は９区分，統合区分は６区分)
⑦　職業(原区分は10区分，統合区分は８区分)
⑧　年齢　
⑨　従業上の地位　
⑩　産業大分類　
上記の10変数の中で，①建物の建て方から⑦職業までについては，提供
済匿名データと同じ区分になるように，リコーディングが行われている。
一方，本研究では，⑧年齢，⑨従業上の地位と⑩産業大分類において，次
のようなリコーディング及びトップコーディングを適用している。
⑧年齢（９タイプ）
（１）各歳年齢区分（トップコーディング：なし，85歳以上，75歳以上）
（２） ５歳階級区分（トップコーディング：なし，85歳以上，75歳以上）
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（３）10歳階級区分（トップコーディング：なし，85歳以上，75歳以上）
⑨従業上の地位（３タイプ）　
（１）原区分　８区分
（２）統合区分　６区分
（３）４区分（自営業，家族従業者，雇用者，不詳）
⑩産業（３タイプ）
（１）原区分　14区分
（２）統合区分　10区分　
（３）４区分（第一次産業，第二次産業，第三次産業，分類不能）
年齢，従業上の地位と産業については上記の組み合わせによる全81パタ
ーンについて検証を行った。
次に，秘匿性の評価方法については，以下の手順で行う。
（１）特定のキー変数を対象に，国勢調査の集計用の個票データにおける原
区分から算出される母集団一意の比率と提供済匿名データと同じ区分にし
た場合の匿名化ミクロデータにおける分類区分での母集団一意の比率を比
較した上で，母集団一意の減少率を求める。具体的には，データA（約
250,000レコード，世帯主のレコードのみを使用）を用いて，上記の10個の
キー変数を対象に計測された，提供済匿名データにおける分類区分での母
集団一意の比率を原区分に基づいて算出される母集団一意の比率で除する
ことによって，「匿名データにおける母集団一意の減少率」が求められる。
（２）地域Bと地域Cを対象に，原データ（リコーディングやトップコーデ
ィングといった匿名化技法が適用される前の原区分の変数から成る個票デ
ータ）における母集団一意の比率に「匿名データにおける母集団一意の減
国勢調査における匿名化ミクロデータの作成可能性
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少率」を乗じることによって得られる比率を，当該特定の地域区分におけ
る「許容可能な母集団一意の比率」として定義する。本研究では，この「許
容可能な母集団一意の比率」を「許容可能な秘匿性の閾値」として使用す
る。
（３）地域Bと地域Cを対象に，世帯単位及び個人単位の原データのそれぞ
れに対して，81パターンの組み合わせによるリコーディング及びトップコ
ーディングを行った上で，母集団一意の比率を計測した場合に，閾値とな
る「許容可能な母集団一意の比率」を下回るかどうかを検証する。この比
率を下回っている場合には，秘匿性の要件を満たしたリコーディングの組
み合わせと判断する。
表１は，地域Aにおいて原データから算出された母集団一意の比率と，
提供済匿名データにおけるリコーディング（統合）された区分を持つデー
タ(以下「リコーディング済データ」と呼称) における母集団一意の比率を
示したものである。地域Aにおいて世帯単位で抽出されたデータにおいて
は，原区分における母集団一意の比率は13.46％であるが，統合された区分
の場合，母集団一意の比率は4.20%である。このことから，「匿名データに
おける母集団一意の減少率」は，31.20％となる。一方，表１では，地域B
と地域Cにおける母集団一意の比率が算出されている。個人単位と世帯単
位に基づいて作成した地域Bの原データ(以下それぞれ「個人データB」，「世
帯データB」と呼称)，及び個人単位と世帯単位に基づいて作成した地域C
の原データ(以下それぞれ「個人データC」，「世帯データC」と呼称)におけ
る母集団一意の比率はそれぞれ，16.97％,26.72％,18.47%と31.31％であ
る。つぎにこれらの母集団一意の比率に匿名データにおける母集団一意の
減少率を乗じると，「許容可能な母集団一意の比率」は，個人データBと世
帯データBの場合それぞれ5.30%と8.35%，個人データCと世帯データCにつ
いてはそれぞれ5.77%と9.78%になっている。
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個人データB，世帯データB，個人データCと世帯データCに対しては，
先述のように，住宅の建て方，住居の種類，性別，配偶者の有無，国籍，
労働力状態と職業の７変数に関して，提供済匿名データと同じリコーディ
ングが施され，年齢，従業上の地位と産業大分類については，81パターン
のトップコーディング及びリコーディングが適用される(以下，それぞれ
「匿名化個人データB」，「匿名化世帯データB」，「匿名化個人データC」，「匿
名化世帯データC」と呼称)。表２は，地域Bにおける匿名化個人データBに
ついて母集団一意の比率に基づく秘匿性の検証結果を一覧にしたものであ
る。表２を見ると，秘匿性の閾値である「許容可能な母集団一意の比率」
を下回る組み合わせについては，匿名化個人データBの場合，その組み合
わせ数は42パターンである。同様に，匿名化世帯データB，匿名化個人デ
ータCと匿名化世帯データCにおける許容可能な組み合わせ数はそれぞれ，
36パターン，42パターンと24パターンであることが確認される。このこと
は，例えば個人単位で作成したデータに着目すると，匿名化個人データB
と匿名化個人データCについては，地域の規模によって許容可能なリコー
ディングの組み合わせについては大きな差異は見られなかったことを意味
している4）。
表１　地域A, 地域Bと地域Cにおける母集団一意の比率と閾値
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注  ｢減 少 率 ｣は ｢匿 名 デ ー タ に お け る 母 集 団 一 意 の 減 少 率 ｣、 ｢閾 値 ｣は 「 許 容 可 能 な
母 集 団 一 意 の 比 率 」 を そ れ ぞ れ 表 し て い る 。  
 
れ「匿名化個人データ B」、「匿名化世帯データ B」、「匿名化個人データ C」、
「匿名化世帯データ C」と呼称 )。表 2 は、匿名化個人データにおける母集
団一意の比率に基づく秘匿性の検証結果を一覧にしたものである。秘匿性
の閾値である「許容可能な母集団一意の比率」を下回る組み合わせを数え
上げると、匿名化個人データ B、匿名化世帯データ B、匿名化個人データ
C と匿名化世帯データ C における許容可能な組み合わせ数はそれぞれ、42
パターン、36 パターン、42 パターンと 24 パターンになった。このことは、
例えば個人単位で作成したデータに着目すると、匿名化個人データ B と匿
名化個人データ C については、地域の規模によって許容可能なリコーディ
ングの組み合わせについては大きな差異は見られなかったことを意味して
いる 4。  
 
2－ 2 有用性の評価方法について―エントロピーに着目して  
 つぎに、本研究では、「許容可能な母集団一意の比率」を下回った組み合
わせを対象に有用性の検証を行う。ミクロデータにおける有用性の定量的  
表２  母集団一意の比率に基づく秘匿性の検証結果  地域 B（個人単位）  
                                                  
4  匿 名 化 個 人 デ ー タ B と 匿 名 化 個 人 デ ー タ C に つ い て は 、地 域 A の 人 口 数 に 基 づ い
て 、 匿 名 デ ー タ に お け る 母 集 団 一 意 の 減 少 率 を 計 算 し 、 原 デ ー タ に お け る 母 集 団 一
意 の 比 率 に そ の 減 少 率 を 乗 じ る こ と に よ っ て 、「 許 容 可 能 な 母 集 団 一 意 の 比 率 」を 計
算 し た 。 匿 名 化 個 人 デ ー タ B と 匿 名 化 個 人 デ ー タ C に お け る 許 容 可 能 な 母 集 団 一 意
の 比 率 は そ れ ぞ れ 、4 .78%と 5 .20%と な っ て い る が 、許 容 可 能 な 母 集 団 一 意 の 比 率 を
下 回 る リ コ ー デ ィ ン グ の パ タ ー ン 数 は 、 相 対 的 に は 大 き く 変 わ ら な い 。  
原区分 統合区分
地域A 世帯 約25万 13.46% 4.20% 31.20%
母集団一意の比率単位 レコード数 減少率
母集団一意の比率
原区分
個人 約14万 16.97% 5.30%
世帯 約５万 26.72% 8.35%
個人 約８万 18.47% 5.77%
世帯 約２万 31.31% 9.78%
単位 レコード数 閾値
地域B
地域C
注　 ｢減少率｣ は ｢匿名データにおける母集団一意の減少率｣，｢閾値｣ は「許容可能な母集団一
意の比率」をそれぞれ表している。
国勢調査における匿名化ミクロデータの作成可能性
248
表２　母集団一意の比率に基づく秘匿性の検証結果　地域B（個人単位）
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* * * * * * * * * * 3.92% ○
* * * * * * * * * * 3.92% ○
* * * * * * * * * * 3.94% ○
* * * * * * * * * * 3.98% ○
* * * * * * * * * * 4.02% ○
* * * * * * * * * * 4.06% ○
* * * * * * * * * * 4.06% ○
* * * * * * * * * * 4.08% ○
* * * * * * * * * * 4.14% ○
* * * * * * * * * * 4.14% ○
* * * * * * * * * * 4.16% ○
* * * * * * * * * * 4.28% ○
* * * * * * * * * * 4.28% ○
* * * * * * * * * * 4.30% ○
* * * * * * * * * * 4.36% ○
* * * * * * * * * * 4.49% ○
* * * * * * * * * * 4.52% ○
* * * * * * * * * * 4.53% ○
* * * * * * * * * * 4.65% ○
* * * * * * * * * * 4.69% ○
* * * * * * * * * * 5.68% ×
* * * * * * * * * * 5.81% ×
* * * * * * * * * * 5.85% ×
* * * * * * * * * * 5.85% ×
* * * * * * * * * * 5.95% ×
* * * * * * * * * * 5.98% ×
* * * * * * * * * * 6.02% ×
* * * * * * * * * * 6.08% ×
* * * * * * * * * * 6.12% ×
* * * * * * * * * * 6.12% ×
* * * * * * * * * * 6.24% ×
* * * * * * * * * * 6.28% ×
* * * * * * * * * * 7.34% ×
* * * * * * * * * * 7.71% ×
* * * * * * * * * * 7.85% ×
* * * * * * * * * * 9.04% ×
* * * * * * * * * * 9.39% ×
* * * * * * * * * * 9.43% ×
* * * * * * * * * * 9.56% ×
* * * * * * * * * * 9.79% ×
* * * * * * * * * * 9.92% ×
* * * * * * * * * * 11.07% ×
* * * * * * * * * * 11.31% ×
* * * * * * * * * * 11.48% ×
* * * * * * * * * * 11.62% ×
* * * * * * * * * * 11.74% ×
* * * * * * * * * * 11.87% ×
* * * * * * * * * * 13.27% ×
* * * * * * * * * * 13.51% ×
* * * * * * * * * * 13.63% ×
* * * * * * * * * * 13.68% ×
* * * * * * * * * * 13.81% ×
* * * * * * * * * * 13.88% ×
* * * * * * * * * * 13.93% ×
* * * * * * * * * * 14.05% ×
* * * * * * * * * * 14.06% ×
* * * * * * * * * * 14.18% ×
* * * * * * * * * * 14.31% ×
* * * * * * * * * * 14.44% ×
な評価方法については、クラメールの V といった関連性の指標の算出や原
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２－２　有用性の評価方法について―エントロピーに着目して
つぎに，本研究では，「許容可能な母集団一意の比率」を下回った組み合
わせを対象に有用性の検証を行う。ミクロデータにおける有用性の定量的
な評価方法については，クラメールのVといった関連性の指標の算出や原
データからの絶対距離の平均値（average absolute distance）の計測等を行
うことが考えられるが（伊藤・星野（2014）），本研究では，エントロピー5）
に基づいて情報量損失の指標を作成する6）。具体的には，関連性の指標と
して，原区分から分類区分の統合を行った場合のセルごとのエントロピー
を計測し，区分の統合を行った場合におけるエントロピーの総計×該当す
る度数の総計によって，情報量損失の指標の作成を行う7）。「許容可能な母
集団一意の比率」を下回るリコーディングの組み合わせについて，エント
国勢調査における匿名化ミクロデータの作成可能性
4）匿名化個人データBと匿名化個人データCについては，地域Aの総人口数に基づいて，匿名
データにおける母集団一意の減少率を計算し，原データにおける母集団一意の比率にその減
少率を乗じることによって，「許容可能な母集団一意の比率」を計算することもできる。そ
の場合，匿名化個人データBと匿名化個人データCにおける許容可能な母集団一意の比率は
それぞれ，4.78%と5.20%と算出された。その算出された値を閾値とした場合であっても，
許容可能な母集団一意の比率を下回るリコーディングのパターン数は，相対的には大きく変
わらない。
5）エントロピーについては，以下のように説明することが可能である（伊藤ほか（2010, 7頁））。
ある特定の状態が生じる確率をpとする。このとき，確率pの対数を用いて，（1）式のよう
なShannonが提唱する情報量（以下「シャノン情報量」と呼称）を定義することができる。
シャノン情報量= （F1）
シャノン情報量は確率が０に近づくほど増加することが知られていることから，稀少な状態
が生じたことを表す情報（確率の低い情報）であるほど，シャノン情報量が大きくなる。
情報エントロピーは，シャノン情報量に確率pを乗じた上で，その事象の数だけ総計した数
値であって，シャノン情報量の期待値を表している。
情報エントロピー＝  （F2）
n：事象の数
pi：i 番目の事象が起こる確率
6）質的属性に関する有用性の定量的な評価に関しては，情報エントロピーに基づく指標
（entropy-based measures）をもとに情報量損失を評価することが提案されている（Kooiman 
et al.（1998）, Domingo Ferrer and Torra（2001））。また，竹村（2003）は，個票データの
持つ情報量を定量的に評価する上で，情報エントロピーを用いることの有効性を指摘してい
る（竹村（2003, 250 頁））。
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ロピーの観点から情報量損失の低い組み合わせを選択することが可能にな
る。
表３はそれぞれ，匿名化個人データBにおけるエントロピーを用いた有
用性の検証結果を一覧にしたものである。表３を見ると，許容可能な母集
団一意の比率を下回る組み合わせの中で，最も母集団一意の比率が高いパ
ターンである，年齢５歳区分（トップコーディングなし），産業大分類（原
区分），従業上の地位（３区分）の組み合わせが，最も情報量損失が低くな
っていることが確認できる。全体的には，母集団一意の比率が相対的に高
いリコーディングの組み合わせについては，情報量損失がより低くなる傾
向にあることが見て取れる。
なお，図１-１から図１-２はそれぞれ，匿名化個人データBと匿名化世
帯データBを対象にして作成されたR-Uマップを示したものである。R-Uマ
ップの作成においては，秘匿性の指標として母集団一意の比率，有用性の
指標としてエントロピーをそれぞれ用いている。付図から明らかなように，
概ね秘匿性の程度が高いリコーディング及びトップコーディングの組み合
わせについては，有用性が低いことが明らかになっており，有用性と秘匿
性の指標がトレードオフの関係にあることが確認できる。
２－３　サンプリングが秘匿性と有用性に及ぼす影響
前節では，許容可能な母集団一意の比率を下回ったリコーディングの組
み合わせを対象に，情報量損失の計測を行った。一方，サンプリング率の
変化が，データの有用性や秘匿性に影響を及ぼすことが考えられる。そこ
で，本研究では，匿名化ミクロデータを用いて，サンプリング率を変えた
7）De Waal and Willenborg（1999）は，リコーディングを用いて作成した匿名化ミクロデータ
を対象に，情報エントロピーを用いて情報量損失を計測した。De Waal and Willenborg
（1999）においては，①匿名化技法の適用によって属性値が変化する確率（「移行確率
（transition probability）」）を用いて情報エントロピーを算出し，②情報エントロピーが計測
された対象となるレコード数を情報エントロピーに乗じることによって，情報量損失を計算
している。
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表３　エントロピーに基づく有用性の検証結果　地域B（個人単位）
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図１-１　R-Uマップ，地域B, 個人単位
図１-２　R-Uマップ，地域B, 世帯単位
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場合の秘匿性と有用性の検討を行った。具体的には，サンプリング率を有
用性の指標とみなし，サンプリング率が高いほど有用性が上がると考えた
場合，秘匿性と有用性の両面から，どこまでサンプリング率を上げること
が可能か検討する。本研究は，以下の手順で行われた。
（１）１%抽出されたデータA（以下「サンプリングデータA」）を対象に，
先述の母集団一意の比率の計測に用いたキー変数と同じ変数を用いて，標
本一意の数と標本一意かつ母集団一意の数を計測した上で，「標本一意かつ
母集団一意の標本一意に対する比率（UUSU（Union Uniques Sample 
Uniques）比率）」を計測する。本研究では，この比率を「許容可能なUUSU
比率」と定義し，サンプリングを行った場合の秘匿性に関する基準とみな
す。
（２）匿名化個人データB，匿名化世帯データB，匿名化個人データC及び匿
名化世帯データCのそれぞれにおいてサンプリングを行った上で，UUSU
比率を計測する。
（３）サンプリングデータAにおいて計測された許容可能なUUSU比率を下
回る，サンプリング率とリコーディングの組み合わせを確認する。それに
よって，秘匿性の基準を満たした上で，どういったリコーディングの組み
合わせであれば，どこまでサンプリング率を上げることが可能かを検証す
ることができる。
なお，本研究においては，１％から10％までのサンプリング率に基づい
て１回限りのサンプリングを行った上で計測を行った。データAにおいて
UUSU比率を計測した結果，12.32%という数値が得られた。本研究では，
この比率を「許容可能なUUSU比率」と設定した上で，匿名化個人データ
B，匿名化世帯データB，匿名化個人データC及び匿名化世帯データC の４
国勢調査における匿名化ミクロデータの作成可能性
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種類のデータのそれぞれについて，許容可能なUUSU比率を下回る，サン
プリング率とリコーディングの組み合わせを確認する。
表４は，匿名化個人データBを対象にしたサンプリング率ごとのすべて
のキー変数のパターンにおけるUUSU比率の結果を一覧したものである。
また，表５は，匿名化個人データB，匿名化世帯データB，匿名化個人デー
タC及び匿名化世帯データCにおいて，サンプリング率を変えた場合の「許
容可能なUUSU比率」を下回っているパターン数を示している。例えば，
匿名化個人データBに着目すると，「許容可能な秘匿性の閾値」を下回った
42パターンにおいて，サンプリング率が１％であれば42パターンすべてが
「許容可能なUUSU比率」を下回っている。その一方で，サンプリング率が
３％の場合，「許容可能なUUSU比率」を下回るリコーディングの組み合わ
せは６パターンのみとなっている。さらに，サンプリング率が４％を超え
ると，すべてのリコーディングの組み合わせが「許容可能なUUSU比率」
を上回っていることが明らかになった。一方，表５を見ると，個人データ
Cの場合，サンプリング率が１%であっても，42パターンのリコーディング
中で18パターンのみが「許容可能なUUSU比率」を下回っており，サンプ
リング率が２％の場合には「許容可能なUUSU比率」を下回っているのは，
３パターンのみであることがわかった8）。
このように，「許容可能なUUSU比率」というもう１つの秘匿性の閾値を
適用すると，人口100,000人の地域Bにおいて，サンプリング率が３％の場
合，年齢については10歳階級区分のリコーディングと85歳以上のトップコ
8）表４は，１回限りのサンプリングを行った場合の結果を示している。なお，伊藤・星野・阿
久津（2016a）では，複数回サンプリングを行い，UUSU比率の平均値を算出した上で，秘
匿性の検証を行っている。本研究では，サンプリング率が1％の場合には100回のサンプリ
ング，サンプリング率が2％の場合には50回のサンプリング，サンプリング率が3％の場合
には33回のサンプリング，サンプリング率が4％の場合には25回のサンプリング，サンプリ
ング率が5％の場合には20回のサンプリングをそれぞれ行っている。本研究においては，許
容可能なUUSU比率を下回るパターン数は，1回限りのサンプリングの結果で示されたパタ
ーン数と比較すると，少なくなっているものの，地域規模および抽出単位別に見た許容可能
なリコーディングのパターン数の傾向は，1回限りのサンプリングの結果と概ね変わらない
ことが示されている。
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表４　UUSU比率に基づく秘匿性の検証結果　地域B(個人単位）
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* * * * * * * * * * 5.26% 7.91% 11.65% 12.61% 14.09% 15.69% 17.20% 19.87% 21.78% 22.76%
* * * * * * * * * * 6.00% 7.93% 11.30% 12.75% 13.83% 15.72% 16.62% 19.95% 21.77% 23.00%
* * * * * * * * * * 6.48% 7.90% 11.41% 12.99% 13.73% 15.81% 16.62% 20.42% 21.82% 23.05%
* * * * * * * * * * 6.68% 9.47% 13.47% 15.27% 16.54% 18.00% 18.71% 21.36% 23.41% 25.69%
* * * * * * * * * * 6.05% 9.47% 13.61% 15.25% 16.59% 17.98% 19.27% 21.19% 23.43% 25.20%
* * * * * * * * * * 7.10% 9.44% 13.44% 15.46% 16.18% 17.89% 18.63% 21.81% 23.45% 25.72%
* * * * * * * * * * 6.61% 10.63% 14.44% 15.22% 17.79% 18.87% 19.70% 21.94% 24.18% 25.91%
* * * * * * * * * * 6.01% 10.47% 14.57% 15.05% 17.71% 18.80% 20.16% 21.81% 24.00% 25.19%
* * * * * * * * * * 7.02% 10.60% 14.40% 15.50% 17.44% 18.66% 19.62% 22.36% 24.24% 26.06%
* * * * * * * * * * 6.67% 10.75% 13.62% 15.72% 16.89% 16.87% 19.79% 21.75% 23.58% 24.29%
* * * * * * * * * * 7.54% 10.89% 13.56% 15.88% 17.01% 17.27% 19.64% 22.06% 23.61% 24.50%
* * * * * * * * * * 7.47% 10.98% 13.64% 16.01% 17.24% 17.35% 19.67% 22.32% 23.85% 24.65%
* * * * * * * * * * 8.09% 10.34% 12.40% 15.63% 16.07% 17.39% 19.14% 21.56% 23.35% 24.18%
* * * * * * * * * * 8.66% 10.43% 12.28% 15.63% 15.92% 17.38% 18.75% 21.67% 23.23% 24.43%
* * * * * * * * * * 8.84% 10.43% 12.36% 15.78% 15.79% 17.28% 18.80% 22.02% 23.27% 24.47%
* * * * * * * * * * 7.99% 10.48% 12.38% 15.82% 16.49% 18.16% 19.40% 22.10% 23.67% 24.46%
* * * * * * * * * * 8.53% 10.55% 12.24% 15.80% 16.38% 18.18% 19.06% 22.19% 23.56% 24.69%
* * * * * * * * * * 8.70% 10.55% 12.31% 15.95% 16.25% 18.07% 19.11% 22.47% 23.59% 24.73%
* * * * * * * * * * 7.91% 11.79% 15.66% 17.90% 19.05% 20.63% 22.61% 23.65% 25.93% 26.65%
* * * * * * * * * * 8.68% 11.89% 15.57% 18.01% 19.10% 20.89% 22.35% 23.95% 25.87% 26.90%
* * * * * * * * * * 8.61% 11.97% 15.72% 18.12% 19.42% 21.00% 22.42% 24.16% 26.07% 27.02%
* * * * * * * * * * 8.06% 12.34% 16.04% 17.86% 19.56% 21.49% 23.56% 24.42% 26.43% 27.05%
* * * * * * * * * * 9.93% 12.56% 14.86% 18.05% 18.74% 20.77% 21.49% 24.74% 25.47% 27.50%
* * * * * * * * * * 9.58% 12.51% 14.93% 18.22% 18.89% 20.82% 21.91% 24.82% 25.62% 27.28%
* * * * * * * * * * 10.09% 12.56% 14.83% 18.17% 18.50% 20.66% 21.47% 25.08% 25.49% 27.52%
* * * * * * * * * * 8.82% 12.46% 15.95% 18.13% 19.68% 21.68% 23.34% 24.73% 26.37% 27.56%
* * * * * * * * * * 8.75% 12.53% 16.10% 18.24% 19.99% 21.79% 23.40% 24.93% 26.55% 27.63%
* * * * * * * * * * 9.79% 12.65% 14.78% 18.21% 19.15% 21.44% 21.86% 25.18% 25.82% 27.74%
* * * * * * * * * * 9.48% 12.62% 14.87% 18.40% 19.26% 21.48% 22.25% 25.27% 25.97% 27.54%
* * * * * * * * * * 9.95% 12.65% 14.75% 18.33% 18.90% 21.33% 21.85% 25.45% 25.85% 27.76%
* * * * * * * * * * 9.87% 13.31% 15.72% 18.27% 19.83% 21.54% 22.62% 25.42% 26.18% 28.22%
* * * * * * * * * * 9.57% 13.13% 15.72% 18.35% 19.88% 21.50% 23.01% 25.54% 26.17% 27.78%
* * * * * * * * * * 10.04% 13.31% 15.69% 18.46% 19.58% 21.36% 22.55% 25.71% 26.22% 28.30%
* * * * * * * * * * 9.73% 13.26% 15.71% 18.42% 20.25% 22.12% 23.02% 25.79% 26.47% 28.44%
* * * * * * * * * * 9.46% 13.09% 15.74% 18.52% 20.26% 22.07% 23.37% 25.93% 26.46% 28.02%
* * * * * * * * * * 9.89% 13.26% 15.68% 18.61% 20.01% 21.95% 22.95% 26.03% 26.51% 28.51%
* * * * * * * * * * 10.34% 13.56% 15.18% 18.10% 19.54% 19.79% 22.72% 24.03% 26.02% 26.47%
* * * * * * * * * * 11.02% 13.75% 15.18% 18.16% 19.71% 20.04% 22.63% 24.22% 26.04% 26.69%
* * * * * * * * * * 10.27% 13.63% 15.31% 18.27% 19.90% 20.26% 23.11% 24.36% 26.52% 26.91%
* * * * * * * * * * 10.94% 13.81% 15.32% 18.26% 19.99% 20.14% 22.68% 24.39% 26.20% 26.79%
* * * * * * * * * * 10.95% 13.80% 15.31% 18.32% 20.06% 20.50% 23.01% 24.50% 26.55% 27.12%
* * * * * * * * * * 10.87% 13.86% 15.44% 18.42% 20.33% 20.59% 23.06% 24.67% 26.71% 27.22%
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ーディング，従業上の地位においては３区分，産業については原区分が，
望ましいサンプリング率とリコーディングの組み合わせであることがわか
る。
ところで，ノイズの追加やスワッピングの追加等を試行し，秘匿性も確
保した上で，有用性を高める方法も可能なように思われる。具体的には，
許容可能なUUSU比率を上回るサンプリング率及びリコーディングの組み
合わせにおいては，許容可能なUUSU比率のレベルに達するまでスワッピ
ングを適用し，リコーディングのみの場合とリコーディングにスワッピン
グを追加的に適用した場合にどちらのパターンがより高い有用性を有する
かを比較すること考えられよう。例えば，匿名化個人データBにおいて，
サンプリングが５％の場合，すべてのパターンにおいて「許容可能なUUSU
比率」を上回っているが， 秘匿性の要件を満たすように，「許容可能な
UUSU比率」のレベルに達するまで，スワッピング等の攪乱的手法を適用
することが考えられる。そこで，本研究では，「許容可能なUUSU比率」を
下回る６パターンのリコーディングの組み合わせを対象に，サンプリング
率が３％の場合とサンプリングが５％でスワッピングを適用した場合で，
原データに対する有用性の相対的な比較を行った。なお，有用性について
は条件付エントロピー9）を用いている。
表６は，スワッピングを適用した場合のエントロピーによる有用性の評
表５　 サンプリング率を変えた場合の許容可能なUUSU比率を下回るキー変数
のパターン数
16 
 
ー変数のパターン数  
 
 
サンプリングが 5％の場合、すべてのパターンにおいて「許容可能な UUSU
比 率 」 を 上 回 っ て い る が 、  秘 匿 性 の 要 件 を 満 た す よ う に 、「 許 容 可 能 な
UUSU 比率」のレベルに達するまで、スワッピング等の攪乱的手法を適用
することが考えられる。そこで、本研究では、「許容可能な UUSU 比率」
を下回る 6 パターンのリコーディングの組み合わせを対象に、サンプリン
グ率が 3％の場合とサンプリングが 5％でスワッピングを適用した場合で、
原データに対する有用性の相対的な比較を行った。なお、有用性について
は条件付エントロピー 9を用いている。  
 表 6 は、スワッピングを適用した場合のエントロピーによる有用性の評
価を示したものである。5％のサンプリングの場合、6 パターンのすべての
組み合わせについて、母集団一意かつ標本一意に該当するレコードの中で、
許容可能な UUSU 比率に達するまでスワッピングが行われている。本分析
結果を見ると、 3％サンプリングにおけるエントロピーのほうが、5％サン
プリングにおけるそれよりも若干大きいが、大きな違いは見られない。一
方、5％サンプリングした場合のエントロピーと 5％サンプリングを行った
レコード群に追加的にスワッピングを適用した場合のエントロピーに関し
ても、大きな差異は見られなかった。このことは、エントロピーに基づく
情報量損失の観点からは、スワッピングが 3％で攪乱的手法を適用しない  
表 6 スワッピングを適用した場合のエントロピーによる有用性の評価  
                                                  
9  条 件 付 き エ ン ト ロ ピ ー の 計 算 方 法 に つ い て は 、 Wil len borg  and  Waal (2001 ,  
pp .76 -77 )を 参 照 さ れ た い 。  
1% 2% 3% 4% 5% 6% 7% 8% 9% 10%
匿名化個人データB 42 21 6 0 0 0 0 0 0 0
匿名化世帯データB 10 0 0 0 0 0 0 0 0 0
匿名化個人データC 18 3 0 0 0 0 0 0 0 0
匿名化世帯データC 3 3 3 0 0 0 0 0 0 0
サンプリング率
匿名化ミクロデータ
9）条件付きエントロピーの計算方法については，Willenborg and Waal（2001, pp.76-77）を参
照されたい。
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価を示したものである。５％のサンプリングの場合，６パターンのすべて
の組み合わせについて，母集団一意かつ標本一意に該当するレコードの中
で，許容可能なUUSU比率に達するまでスワッピングが行われている。本
分析結果を見ると，３％サンプリングにおけるエントロピーのほうが，５
％サンプリングにおけるそれよりも若干大きいが，大きな違いは見られな
い。一方，５％サンプリングした場合のエントロピーと５％サンプリング
を行ったレコード群に追加的にスワッピングを適用した場合のエントロピ
ーに関しても，大きな差異は見られなかった。このことは，エントロピー
に基づく情報量損失の観点からは，スワッピングが３％で攪乱的手法を適
用しないという選択だけでなく，スワッピングを適用するがサンプリング
率を５％に上げるという選択肢も考えられることを意味している。
3.　「地域の人口規模の閾値」に基づいた秘匿性と有用性の定量的な評価
先述の通り，イギリスでは，1991年の人口センサスの匿名化標本データ
（SARs）の作成において，閾値ルール（thresholding rule）に基づいて，地
域区分，個人・世帯属性の分類区分とサンプリング率の関係についての定
式化がなされただけでなく，イギリスでは，2001年人口センサスの小地域
表６　スワッピングを適用した場合のエントロピーによる有用性の評価
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* * * 11.65% 4.18858 14.09% 4.26941 123 15 4.27191
* * * 11.30% 4.17391 13.83% 4.25734 122 13 4.25860
* * * 11.41% 4.15629 13.73% 4.24243 121 12 4.24298
* * * 12.28% 3.39234 15.92% 3.46700 199 45 3.47775
* * * 12.24% 3.36606 16.38% 3.43322 208 52 3.44106
* * * 12.31% 3.34889 16.25% 3.41856 206 50 3.42997
3%サンプリング 5%サンプリング＆スワッピング5%サンプリング
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ミクロデータ（SAM）の作成のための定量的な評価研究もおこなわれてき
た。
一方，地域の人口規模に関する閾値との関連で，秘匿性の程度を定量的
に明らかにした研究も存在する。Hawala（2001）は，アメリカ人口センサ
スのPublic Use Microdata Sampleの作成において用いられる10万人という
地域区分の閾値に関して，その秘匿性に関する事後検証を行うために，母
集団一意（population unique）の比率を用いて地域の人口規模と秘匿性の
指標との関連性を明らかにしている。
ところで，わが国では，匿名データの作成において，様々な匿名化手法
が用いられるが，主要な方法の１つは，リコーディングである。わが国で
は，リコーディングやトップコーディングにおいて「0.5%基準」10）が用い
られてきたが，この0.5%基準に基づくリコーディングが匿名データの有用
性および秘匿性に及ぼす影響については，これまでも議論の対象となって
きた。他方で，ある特定の秘匿性の閾値（例えば，地域の人口規模に関す
る秘匿性の閾値）を設定し，その閾値を満たすように，個人・世帯の属性
に関する区分統合を行うことも考えられる。このような観点から，地域の
人口規模の閾値を設定することができれば，地域情報の秘匿を考慮した上
で，地域区分が詳細な匿名データの作成も可能になる。
本研究では，平成22年国勢調査のA県の調査票情報（個票データ）を用
いて，キー変数における分類区分のリコーディングの可能性を探る。具体
的には，個人単位による提供可能性を踏まえて，地域の閾値を変更した場
合の区分統合の可能性を探ることにしたい。
３－１ 「地域の人口規模の閾値」に基づいた秘匿性の評価分析
最初に，秘匿性に関する第１の研究として，伊藤・星野（2014）や伊藤
10）0.5%基準とは，単変量において母集団の0.5%を下回る区分を統合することである。なお，
0.5%基準については，「匿名データの作成・提供に係るガイドライン」（改正 平成28年１月
22日）「匿名化処理の技法」を参照。
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（2017）に基づき，リコーディングを行ったデータに対して母集団一意
（population unique）の比率を計測した。本研究において，母集団一意の計
測のために使用するキー変数は，次の10変数である。
⑪　住宅の建て方
⑫　住居の種類
⑬　性別
⑭　配偶者の有無
⑮　国籍
⑯　労働力状態
⑰　従業上の地位
⑱　年齢
⑲　産業
⑳　職業
上記の10変数の中で，①住宅の建て方，②住居の種類，③性別，④配偶
者の有無，⑤国籍，⑥労働力状態，⑦従業上の地位については，提供済匿
名データの区分を利用するが，本研究では，⑧年齢，⑨産業と⑩職業に着
目し，以下のようなリコーディングおよびトップコーディングを施した（産
業と職業におけるリコーディングの区分の一覧表については付録１-１と
付録１-２を参照）。
⑧年齢　
（１）各歳年齢区分でトップコーディングなし
（２）各歳年齢区分でかつ85歳以上トップコーディング
（３）各歳年齢区分でかつ90歳以上トップコーディング
（４）各歳年齢区分でかつ95歳以上トップコーディング
（５）５歳年齢区分でかつ85歳以上トップコーディング
（６）５歳年齢区分でかつ90歳以上トップコーディング
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（７）５歳年齢区分でかつ95歳以上トップコーディング
（８）10歳年齢区分でかつ90歳以上トップコーディング
（９）10歳年齢区分でかつ100歳以上トップコーディング
⑨産業
（１）大分類（21区分）
（２） 鉱業・採石業・砂利採取業と建設業のリコーディング，農業，林業と
漁業のリコーディング，電気・ガス・熱供給・水道業と製造業のリコ
ーディングおよびそれ以外の産業については大分類（0.5%基準を考
慮）（17区分）
（３） 平成17年提供済匿名データに合わせた区分での大分類のリコーディ
ング（14区分）
⑩職業
（１）大分類（12区分）
（２） 保安職業従事者，農林漁業従事者と輸送・機械運転従事者のリコーデ
ィング＋それ以外の大分類（0.5%基準を考慮）（10区分）
（３）平成17年の提供済匿名データの職業のリコーディング（８区分）
本研究では，上記の全81パターンについて，母集団一意の計測を行った。
つぎに，地域の人口規模と属性の分類区分との関連性を実証的に明らか
にするために，A県を対象にし，地域の閾値については，（１）人口20万人
以上地域（県庁所在市に該当する地域も含む），（２）人口10万人以上地域，
（３）人口５万人以上地域，（４）人口３万人以上地域，（５）人口２万人以
上地域，（６）人口１万人以上地域，（７）人口5000人以上地域，および
（８）人口1000人以上地域の８パターンを設定し，それに該当する20地域
を選定した。表７は，選出された20地域（それぞれ「地域A」～「地域T」）
とその人口規模を示している。
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表８はそれぞれ，地域Aを例に，年齢，産業と職業の様々なパターンに
おける母集団一意の比率を示したものである。表８を見ると，地域Aにお
いて，年齢，産業と職業が原区分である場合の母集団一意の比率は約
18.43%であるが，年齢のみを５歳区分に統合した場合，母集団一意の比率
が8.83％に減少することがわかる。その一方で，産業についてのみ，匿名
データと同様の区分でリコーディングを行っても，母集団一意の比率は
17.47％であり，大きな変化は見られない。職業に関しても，原区分から匿
名データと同様の区分でリコーディングを行った場合，母集団一意の比率
は17.64％となっている。さらに，産業と職業のいずれも，0.5％基準を踏
まえてリコーディングを行った場合の母集団一意の比率はそれぞれ，
18.21%と18.33%となっている。このことから，母集団一意の観点から見た
表７　本研究で用いる地域の名称と地域の人口規模に関する一覧表
21 
 
 
 
名データと同様の区分でリコーディングを行った場合、母集団一意の比率
は 17.64％となっている。さらに、産業と職業のいずれも、0.5％基準を踏
ま え て リ コ ー デ ィ ン グ を 行 っ た 場 合 の 母 集 団 一 意 の 比 率 は そ れ ぞ れ 、
18.21%と 18.33%となっている。このことから、母集団一意の観点から見
た場合、産業と職業に関しては、現行より詳細化された区分で提供できる
可能性がある。  
つぎに、地域の人口規模と母集団一意の比率の関係を図示したのが、図
2-1～図 2-3 である。図 2-1 は、地域の人口規模ごとに年齢、産業と職業の
あらゆる組み合わせについて算出された母集団一意の平均値を用いた場合、
図 2-2 は、年齢については 5 歳区分で 85 歳以上トップコーディング、産
業 と 職 業 に つ い て は そ れ ぞ れ カ テ ゴ リ ー (2)の 区 分 統 合 を 行 っ た 場 合 、 図
2-  
地域の名称 地域の人口規模の閾値 
地域 A 200,000人以上
地域 B 100,000人以上
地域 C 50,000人以上
地域 D 50,000人以上
地域 E 30,000人以上
地域 F 30,000人以上
地域 G 20,000人以上
地域 H 20,000人以上
地域 I 20,000人以上
地域 J 10,000人以上
地域 K 10,000人以上
地域 L 10,000人以上
地域 M 10,000人以上
地域 N 5,000人以上
地域 O 5,000人以上
地域 P 5,000人以上
地域 Q 5,000人以上
地域 R 1,000人以上
地域 S 1,000人以上
地域 T 1,000人以上
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表８　母集団一意率　地域A
22 
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場合，産業と職業に関しては，現行の提供済匿名データにおける分類区分
より詳細化された区分で提供できる可能性がある。
つぎに，地域の人口規模と母集団一意の比率の関係を図示したのが，図
２-１～図２-３である。図２-１は，地域の人口規模ごとに年齢，産業と職
業のあらゆる組み合わせについて算出された母集団一意の平均値を用いた
場合，図２-２は，年齢については５歳区分で85歳以上トップコーディン
グ，産業と職業についてはそれぞれカテゴリー（２）の区分統合を行った
場合，図２-３は，年齢については10歳区分で100歳以上トップコーディン
グ，産業と職業についてはカテゴリー（３）の区分統合を行った場合の地
域の人口規模と母集団一意の比率の関係をそれぞれ示している。いずれに
おいても，地域の人口規模と母集団一意の比率との間にトレードオフの関
係がみられる。すなわち，人口が多いほど，母集団一意の比率は減少傾向
にあることがわかる11）。したがって，年齢，職業，産業と分類区分が設定
された場合に，母集団一意の比率に関する閾値を適切に定めることができ
れば，秘匿の観点から，提供可能な地域の人口規模の閾値を導出すること
が可能である。
そこで，年齢５歳階級85歳以上トップコーディング，産業パターン（３）
および職業パターン（３）（提供済匿名データと同じ区分）を用いた場合の
地域の人口規模と母集団一意の比率の関係についてグラフを作成した上
で，A県において世帯単位および個人単位に基づいて作成されたテストデ
ータを対象に母集団一意の比率を算出し，その比率を適用すると，表９の
ように，個人単位においては，約20万人と算出することができる12）。現在，
匿名データの作成・提供に関するガイドラインでは，「地域の人口規模が人
国勢調査における匿名化ミクロデータの作成可能性
11）伊藤・星野・阿久津（2016b）は，就業者に該当するレコードに限定した場合の地域の人口
規模と母集団一意の比率の関係を図示している。地域ごとの全レコードを用いた場合と比較
して，母集団一意の比率が全般的に高くなる傾向が見られるが，図2-1～図2-3と同様に全
般的にトレードオフの関係が見られることを確認することができる。
12）世帯単位に基づいて作成されたテストデータは，世帯主のレコードのみから構成されている。
そのため，世帯単位のテストデータにおける母集団一意の比率は，個人単位に基づいて作成
されたテストデータにおけるそれと比較して小さくなっていることが確認されている。
264
図２-１　地域の人口規模と母集団一意の比率との関係―地域ごとの平均値
図２-２　 地域の人口規模と母集団一意の比率との関係―５歳階級85歳以
上トップコーディング，産業17区分，職業10区分
図２-３　 地域の人口規模と母集団一意の比率との関係―10歳階級90歳以
上トップコーディング，産業14区分，職業８区分
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図 2-2 地域の人口規模と母集団一意の比率との関係―５歳階級 85 歳以上
トップコーディング、産業 17 区分、職業 10 区分  
 
図 2-3 地域の人口規模と母集団一意の比率との関係― 10 歳階級 90 歳以
上トップコーディング、産業 14 区分、職業８区分  
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口50万人以上であること」が匿名化の目安になっているが，本分析結果に
基づけば，この目安とする「50万人以上」という閾値を緩和することがで
きるかもしれない。
つぎに，年齢，産業，職業と地域の人口規模に秘匿処理を施した場合，
母集団一意の比率に対する影響の程度を明らかにするために，重回帰分析
を行った。回帰分析の式は（１）式のとおりである。年齢のリコーディン
グおよびトップコーディングに関する９パターン，産業のリコーディング
に関する３パターン，職業のリコーディングに関する３パターンのそれぞ
れについてダミー変数を設定し（パターンに該当する場合には１，そうで
ない場合には０），地域の人口規模については対数変換を行った。
モデル１
母集団一意の比率=f（年齢ダミー，産業ダミー，職業ダミー，地域の人
口規模の対数）・・・（１）
回帰分析に用いた変数の定義は，付録２で示されている。また，モデル
１の結果は，表10で示されている。年齢，産業と職業については原区分を
リファレンスグループとしている。分析結果を見ると，全般的にマイナス
に有意になっていることから，秘匿処理を施すことによって，母集団一意
の比率が有意に低減することがわかる。また， 年齢については，区分統合
の程度を高めるにしたがって，回帰係数の絶対値が相対的に大きくなって
いることも確認できる。さらに，標準化偏回帰係数（Beta）に着目すると，
地域の人口規模の係数の絶対値が最も大きいことから，本分析結果から，
年齢と比較した場合，地域の人口規模が母集団一意の低減に及ぼす影響が
最も高いことが明らかになった。
表９　地域の人口規模の閾値
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よびトップコーディングに関する 9 パターン、産業のリコーディングに関
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3-2 地域区分を考慮した情報量損失の評価  
 本節では、様々な地域を対象に有用性の検証を行った。ミクロデータに
おける有用性の定量的な評価方法については、クラーメルの V といった関
連 性 の 指 標 の 算 出 や 原 デ ー タ か ら の 絶 対 距 離 の 平 均 値 (average absolute  
distance)の計測等を行うことが考えられる (伊藤・星野 (2014))。前節では、  
 
表 10 回帰分析の結果  
母集団一意
の比率
地域の人口規模
の閾値(人)
世帯単位 4.20% 164,194
個人単位 2.98% 197,758
国勢調査における匿名化ミクロデータの作成可能性
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３－２　地域区分を考慮した情報量損失の評価
本節では，様々な地域を対象に有用性の検証を行った。ミクロデータに
おける有用性の定量的な評価方法については，先述のとおり，クラーメル
のVといった関連性の指標の算出や原データからの絶対距離の平均値
（average absolute distance）の計測等を行うことが考えられる（伊藤・星
野（2014））。前節では，情報量損失に関する指標の１つであるエントロピ
ーを用いて，秘匿の観点から許容可能な分類区分の組み合わせに関する情
注　***・・・１％有意，**・・・５％有意，*・・・10％有意をそれぞれ表している。
また，<  >は，リファレンスグループを示している。
表10　回帰分析の結果
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注  ***・・・ 1％ 有 意 、 **・・・ 5％ 有 意 、 *・・・ 10％ 有 意 を そ れ ぞ れ 表 し て い る 。
ま た 、 <   >は 、 リ フ ァ レ ン ス グ ル ー プ を 示 し て い る 。  
 
 
 
 
情報量損失に関する指標の 1 つであるエントロピー 1 3を用いて、秘匿の観
                                                  
1 3  本 研 究 で 用 い る エ ン ト ロ ピ ー の 説 明 に つ い て は 、伊 藤 ほ か ( 2010 ,  7 頁 )を 参 照 さ れ
た い 。  
説明変数 係数 標準誤差    t値 Beta 有意性
年齢パターン <年齢カテゴリー 1>
年齢カテゴリー 2 -0.007 0.003 -2.232 -0.018  **
年齢カテゴリー 3 -0.003 0.003 -1.121 -0.009
年齢カテゴリー 4 -0.001 0.003 -0.478 -0.004
年齢カテゴリー 5 -0.140 0.003 -46.274 -0.368    ***
年齢カテゴリー 6 -0.139 0.003 -45.956 -0.365    ***
年齢カテゴリー 7 -0.139 0.003 -45.829 -0.364    ***
年齢カテゴリー 8 -0.184 0.003 -60.597 -0.481    ***
年齢カテゴリー 9 -0.184 0.003 -60.533 -0.481    ***
産業パターン<産業カテゴリー 1>
産業カテゴリー 2 -0.003 0.002 -1.645 -0.011
産業カテゴリー 3 -0.008 0.002 -4.368 -0.030    ***
職業パターン<職業カテゴリー 1>
職業カテゴリー 2 -0.001 0.002 -0.564 -0.004
職業カテゴリー 3 -0.007 0.002 -3.873 -0.027    ***
地域規模の対数 -0.072 0.001 -120.441 -0.718    ***
定数 1.044 0.006 164.414    ***
Adj.R2 0.943
F値 2043.248
N 1620
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報量損失の計測を行った。具体的には，関連性の指標として，原区分から
分類区分の統合を行った場合のセルごとのエントロピーを計測し，区分の
統合を行った場合におけるエントロピーの総計と該当する度数の総計の積
を算出することによって，情報量損失の指標を作成した。一方，本研究で
は，原区分からリコーディングを行った場合の距離を計測することによっ
て，情報量損失の計測を行う。具体的には，原区分と統合区分におけるク
ロス表の差に関する指標を作成し，原区分と統合区分におけるクロス表の
差の検証を行った。例えば，図３のような年齢と産業のクロス表を想定する。
最初に，80歳以上と農林漁業に区分統合を行った場合，リコーディング
後の度数をリコーディングの対象となった区分数で除することによって，
度数の按分が行われる。つぎに，本研究では，リコーディング前のクロス
表とリコーディング後に按分済みの度数が入力された表を用いて，情報量
損失（IL）を算出する。具体的には，以下の（２）式に基づいて，情報量
損失の計測が行われる。
図３　情報量損失の計算例
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図３  情報量損失の計算例  
 農業  林業  漁業  
75～ 79 歳  10 7 8  
80～ 84 歳  5  8  4  
85 歳以上  7  4  8  
   
80 歳以上と農林漁業に区分統合  
                                                  
1 4  質 的 属 性 に 関 す る 有 用 性 の 定 量 的 な 評 価 に つ い て は 、シ ャ ノ ン 情 報 量 の 概 念 に 基
づ い た 「 情 報 エ ン ト ロ ピ ー ( en tropy -based  me asures )」 を 用 い て 情 報 量 損 失 を 評 価
す る こ と が 提 案 さ れ て い る (Koo iman  e t  a l . (1998 ) ,  Domingo  Ferrer  and  
Torra (2001 )， 竹 村 ( 2003 ) )。  
1 5  本 研 究 で は 、 De Waa l  and  Wi l l enborg (1999 )の 研 究 と 同 様 に 、 リ コ ー デ ィ ン グ を
用 い て 作 成 し た 匿 名 化 ミ ク ロ デ ー タ を 対 象 に 、 情 報 エ ン ト ロ ピ ー を 用 い て 情 報 量 損
失 の 計 測 を 行 っ た 。  
80歳以上と農林漁業に区分統合
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 農林漁業  
75～ 79 歳  25 
80 歳以上  36 
 
リコーディング後の按分された度数が入力されたクロス表  
 農業  林業  漁業  
75～ 79 歳  8 .3  8 .3  8 .3  
80～ 84 歳  6  6  6  
85 歳以上  6  6  6  
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cTcT
IL
 
 ・・・ (2)  
ここで、IL は、個票データを用いて作成したクロス表におけるセルの度数
)(cT O と リ コ ー デ ィ ン グ 済 デ ー タ を 用 い て 作 成 し た ク ロ ス 表 に お け る セル
の度 数 を リコ ー デ ィン グ の 対象 と な った 分 類 区分 数 で 除し た )(cT R の 差の
絶対値の合計を集計表におけるセルの数 Tn で割った数値である。以下の計
算式は、図３で示されるような年齢 5 歳区分と産業（農業、林業、漁業）
のクロス表を対象に、80 歳以上と農林漁業に区分統合した場合の情報量損
失を計測したものである 1 6。絶対値の合計を集計表におけるセルの数 Tn で
割った数値で除することによって、情報量損失が算出される。また、リコ
ーディング後に按分された度数とリコーディング前のクロス表に含まれる
度数が用いられる。  
（ 2）式から情報量損失を計算すると、  
9
68643.873.810  IL  
  =1.4815 
                                                  
1 6  区 分 統 合 さ れ て い る セ ル に 度 数 0 が 含 ま れ る 場 合 で も 平 均 値 を 入 れ て い る こ と に
留 意 さ れ た い 。  
国勢調査における匿名化ミクロデータの作成可能性
268
・・・（2）
ここで，ILは，個票データを用いて作成したクロス表におけるセルの度
数TO(c)とリコーディング済データを用いて作成したクロス表におけるセ
ルの度数をリコーディングの対象となった分類区分数で除したTR(c)の差
の絶対値の合計を集計表におけるセルの数nTで割った数値である。以下の
計算式は，図３で示されるような年齢５歳区分と産業（農業，林業，漁業）
のクロス表を対象に，80歳以上と農林漁業に区分統合した場合の情報量損
失を計測したものである13）。
（２）式を用いて情報量損失を計算すると，
 =1.4815
　表11は，地域Aから地域Tの20地域を対象に，年齢，産業と職業に関す
る81の変数のパターンにおいて算出される情報量損失値に関する基本統
計量を示したものである。人口規模が小さい地域については，情報量損失
値の平均値が相対的に小さくなっているだけでなく，標準偏差も小さいこ
とが確認できる。このことから，地域の人口規模が小さい場合には，区分
統合しても情報量損失の変化が小さいことが推察される14）。
リコーディング後の按分された度数が入力されたクロス表
28 
 
 農林漁業  
75～ 79 歳  25 
80 歳以上  36 
 
リコー ング後の按分された度数が入力されたクロス表  
 農業  林業  漁業  
75～ 79 歳  8 .3  8 .3  8 .3  
80～ 84 歳  6  6  6  
85 歳以上  6  6  6  
 
   
T
c
OR
n
cTcT
IL
 
 ・・ (2)  
ここで、IL は、個票データを用いて作成したクロス表におけるセルの度数
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算式は、図３で示されるような年齢 5 歳区分と産業（農業、林業、漁業）
のクロス表を対象に、80 歳以上と農林漁業に区分統合した場合の情報量損
失を計測したものである 1 6。絶対値の合計を集計表におけるセルの数 Tn で
割った数値で除することによって、情報量損失が算出される。また、リコ
ーディング後に按分された度数とリコーディング前のクロス表に含まれる
度数が用いられる。  
（ 2）式から情報量損失を計算すると、  
9
68643.873.810  IL  
                                                  
1 6  区 分 統 合 さ れ て い る セ ル に 度 数 0 が 含 ま れ る 場 合 で も 平 均 値 を 入 れ て い る こ と に
留 意 さ れ た い 。  
13）区分統合されているセルに度数0が含まれる場合でも平均値を入れていることに留意された
い。
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他方，図４-１～図４-３は，地域の人口規模と情報量損失の関係を図示
している。図４-１は地域ごとの情報量損失に関する平均値と地域の人口規
模との関係を表している。また，図４-２は，年齢については５歳区分で85
歳以上トップコーディング，産業と職業についてはそれぞれカテゴリー
（２）の区分統合を行った場合，図４-３は，年齢については10歳区分で100
歳以上トップコーディング，産業と職業についてはカテゴリー（３）の区
分統合を行った場合の地域の人口規模と情報量損失の関係をそれぞれ示し
ている。図４-１から図４-３のいずれにおいても，地域の人口規模が大き
くなるほど，情報量損失が大きくなる傾向にあることを定量的に明らかに
することができる15）。その一方で，図４-２と図４-３を見ると，地域の人
口規模が相対的に小さい場合，分布上の大きな違いが見られないことが確
認される。
４．むすびにかえて
本稿では，国勢調査を対象に，匿名化ミクロデータの作成可能性を追究
した。最初に，国勢調査の匿名化ミクロデータを用いて許容可能な母集団
一意の比率と許容可能なUUSU比率の２つの秘匿性の基準に基づいて，秘
国勢調査における匿名化ミクロデータの作成可能性
14）伊藤・星野・阿久津（2016b）では，地域Aから地域Tを対象に年齢，産業，職業の組み合わ
せにおける情報量損失の算出結果の一覧表が示されている。本分析によれば，年齢，産業，
職業の区分を統合するほど情報量損失が大きくなることが確認される。また，地域の人口規
模が小さい場合には，情報量損失値は相対的に小さくなっているだけでなく，区分統合に伴
う情報量損失の変化は小さくなっている。これについては，表11で示されるように，地域
の人口規模が小さい場合，セルに含まれる度数が小さくなることから，リコーディングを行
っても，度数の変化が相対的に小さいことが考えられる。
15）伊藤・星野・阿久津（2016b）は，就業者に該当するレコードに限定した場合の地域の人口
規模と情報量損失の関係を図示している。地域ごとの全レコードを用いた場合と比較しても，
図4-1～図4-3と同様の傾向が見られることを確認することができる。
　なお，伊藤・星野・阿久津（2016b）では，情報量損失の指標としてエントロピーを用い
た場合の地域の人口規模と情報量損失の関係を明らかにした。さらに，有業者に該当するレ
コードに限定した場合に，地域の人口規模とエントロピーの関係も追究している。有用性の
指標としてエントロピーを用いたとしても，基本的には，図4-1～図4-3と同様の結果が見
て取れる。
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表11　地域別に計算された情報量損失の基本統計量
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図 4-1 地域の人口規模と情報量損失との関係―地域ごとの平均値  
地域の名称 地域の人口規模の閾値 平均値 標準偏差 最小値 最大値 N
地域 A 200,000人以上 1.764 0.721 0 3.042 81
地域 B 100,000人以上 1.620 0.636 0 2.704 81
地域 C 50,000人以上 0.732 0.287 0 1.198 81
地域 D 50,000人以上 0.610 0.238 0 0.989 81
地域 E 30,000人以上 0.631 0.239 0 1.015 81
地域 F 30,000人以上 0.624 0.231 0 0.979 81
地域 G 20,000人以上 0.521 0.198 0 0.836 81
地域 H 20,000人以上 0.401 0.160 0 0.654 81
地域 I 20,000人以上 0.322 0.134 0 0.527 81
地域 J 10,000人以上 0.220 0.089 0 0.355 81
地域 K 10,000人以上 0.290 0.104 0 0.444 81
地域 L 10,000人以上 0.204 0.088 0 0.339 81
地域 M 10,000人以上 0.221 0.078 0 0.340 81
地域 N 5,000人以上 0.151 0.060 0 0.236 81
地域 O 5,000人以上 0.127 0.050 0 0.199 81
地域 P 5,000人以上 0.113 0.045 0 0.174 81
地域 Q 5,000人以上 0.099 0.040 0 0.156 81
地域 R 1,000人以上 0.076 0.033 0 0.120 81
地域 S 1,000人以上 0.058 0.026 0 0.093 81
地域 T 1,000人以上 0.046 0.022 0 0.074 81
匿性と有用性の検証を行った。本研究の結果を踏まえると，提供済の国勢
調査の匿名データと同じレベルの秘匿性を確保する形で，個人単位でレコ
ードを抽出し，属性の分類区分の組み合わせやサンプリング率を考慮する
ことは，統計実務の観点から見れば，地域区分が詳細な匿名化ミクロデー
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図４-１　地域の人口規模と情報量損失との関係―地域ごとの平均値
図４-２　 地域の人口規模と情報量損失との関係―５歳階級85歳以
上トップコーディング，産業17区分，職業10区分
図４-３　 地域の人口規模と情報量損失との関係―10歳階級90歳以
上トップコーディング，産業14区分，職業８区分
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図 4-2 地域の人口規模と情報量損失との関係―５歳階級 85 歳以上トップ
コーディング、産業 17 区分、職業 10 区分  
 
図 4-3 地域の人口規模と情報量損失との関係― 10 歳階級 90 歳以上トップ
コーディング、産業 14 区分、職業８区分  
 
 
に小さい場合、分布上の大きな違いが見られないことが確認される。  
31 
 
 
4-2 85
17 10  
 
4-3 10 90
14  
 
 
 
31 
 
 
図 4-2 地域の人口規模と情報量損失との関係―５歳階級 85 上トップ
コーディング、産業 17 区分、職業 10 区分  
 
図 4-3 地域の人口規模と情報量損失との関係― 10 歳階級 90 歳以上トップ
コーディング、産業 14 区分、職業８区分  
 
 
に小さい場合、分布上の大きな違いが見られないことが確認される。  
国勢調査における匿名化ミクロデータの作成可能性
272
タの作成方法を議論する上で有益であると思われる。
つぎに，本研究では，地域の人口規模に基づく閾値を設定した場合の母
集団一意の比率と情報量損失の検証を行った。本研究の結果を踏まえると，
個人単位で抽出した匿名化ミクロデータにおいては，地域の人口規模と母
集団一意の比率との間にトレードオフの関係があることを実証的に明らか
にすることができた。さらに，情報量損失に関する分析結果からは，地域
の人口規模が大きいほど，情報量損失が大きくなること，秘匿処理が情報
量損失に及ぼす影響は，属性によって異なることがわかった。
本分析結果を踏まえると，年齢，産業，職業といった変数におけるリコ
ーディングの程度を変えることによって，提供済匿名データよりも詳細な
地域区分が作成可能になることが実証的に明らかにされた。それによって，
年齢，産業，職業を含むキー変数を用いて算出された母集団一意の比率を
秘匿性の閾値として設定した場合に，提供済匿名データにおいて定められ
ている地域の人口規模50万以上という区分より細かな地域区分の設定も
可能になることがわかった。さらに，本分析結果においては，0.5％基準を
用いたリコーディングを行っても，母集団一意の比率が大きく変わらない
ことが定量的にも確認されたことから，母集団一意の比率を評価指標とす
るのであれば，産業と職業に関しては，提供済匿名データよりも詳細な区
分で作成できる可能性についても検討する余地が出てくるだろう。
一方，本研究では，母集団一意の比率を被説明変数とする回帰分析を行
ったが，地域の統合が，年齢，産業，職業と比較しても母集団一意の比率
に大きな影響を及ぼすことが確認された。このことから，秘匿性の観点か
ら見た場合，匿名データの作成において，地域区分の設定が相対的に重要
な要素を占めることが定量的にも明らかになっている。
わが国の公的統計の匿名データの作成のあり方を検討する上では，
Public Use FileやScientific Use Fileの作成も含む様々な形態の複数ファイ
ルの提供可能性についての議論が今後求められるであろう。その意味では，
本研究は，地域区分が詳細な匿名化ミクロデータの作成を主な対象にしな
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がら，秘匿性が確保されるだけでなく有用性も高い匿名化ミクロデータの
作成を目指した，ミクロデータにおける秘匿性と有用性の定量的な評価研
究を行ったものと位置付けられよう。
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付録１-１　匿名化ミクロデータの作成において使用した分類区分―産業
付録１-２　匿名化ミクロデータの作成において使用した分類区分―職業
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付録  1-1  匿名化ミクロデータの作成において使用した分類区分―産業  
付録 1-2 匿名化ミクロデータの作成において使用した分類区分―職業  
 
産業
21区分(原区分)
産業
17区分
産業
14区分
農業
農業
林業
漁業
農業
林業
漁業
林業 鉱業，採石業，砂利採取業
建設業
鉱業，採石業，砂利採取業
建設業
漁業 製造業
電気・ガス・熱供給・水道業
製造業
電気・ガス・熱供給・水道業
鉱業，砕石業，砂利採取業 情報通信業 情報通信業
建設業 運輸業，郵便業 運輸業，郵便業
製造業 卸売業，小売業 卸売業，小売業
電気・ガス・熱供給・水道業 金融業，保険業 金融業，保険業
情報通信業 不動産業，物品賃貸業 不動産業，物品賃貸業
運輸業，郵便業 学術研究，専門・技術サービス業 宿泊業，飲食サービス業
卸売業，小売業 宿泊業，飲食サービス業 教育，学習支援業
金融業，保険業 生活関連サービス業，娯楽業 医療，福祉
不動産業，物品賃貸業 教育，学習支援業
学術研究，専門・技術サービス業
生活関連サービス業，娯楽業
複合サービス事業
サービス業（他に分類されないもの）
学術研究，専門・技術サービス業 医療，福祉 公務（他に分類されるものを除く）
宿泊業，飲食サービス業 複合サービス事業 分類不能の産業
生活関連サービス業，娯楽業 サービス業（他に分類されないもの）
教育，学習支援業 公務（他に分類されるものを除く）
医療，福祉 分類不能の産業
複合サービス事業
サービス業（他に分類されないもの）
公務（他に分類されるものを除く）
分類不能の産業
職業
12区分(原区分)
職業
10区分
職業
８区分
管理的職業従事者 管理的職業従事者 管理的職業従事者
専門的・技術的職業従事者 専門的・技術的職業従事者 専門的・技術的職業従事者
事務従事者 事務従事者 事務従事者
販売従事者 販売従事者 販売従事者
サービス職業従事者 サービス職業従事者 サービス職業従事者
保安職業従事者
保安職業従事者
農林漁業従事者
輸送・機械運転従事者
保安職業従事者
農林漁業従事者
輸送・機械運転従事者
農林漁業従事者 生産工程従事者
生産工程従事者
建設・採掘従事者
運搬・清掃・包装等従事者
生産工程従事者 建設・採掘従事者 分類不能の職業
輸送・機械運転従事者 運搬・清掃・包装等従事者
建設・採掘従事者 分類不能の職業
運搬・清掃・包装等従事者
分類不能の職業
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産業
14区分
農業
農
林
漁業
農
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漁業
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建設業
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運輸業，郵便業 学術研究，専門・技術サービス業 宿泊業，飲食サービス業
卸売業，小売業 宿泊業，飲食サービス業 教育，学習支援業
金融業，保険業 生活関連サービス業，娯楽業 医療，福祉
不動産業，物品賃貸業 教育，学習支援業
学術研究，専門・技術サービス業
生活関連サービス業，娯楽業
複合サービス事業
サービス業（他に分類されないもの）
学術研究，専門・技術サービス業 医療，福祉 公務（他に分類されるものを除く）
宿泊業，飲食サービス業 複合サービス事業 分類不能の産業
生活関連サービス業，娯楽業 サービス業（他に分類されないもの）
教育，学習支援業 公務（他に分類されるものを除く）
医療，福祉 分類不能の産業
複合サービス事業
サービス業（他に分類されないもの）
公務（他に分類されるものを除く）
分類不能の産業
職業
12区分(原区分)
職業
10区分
職業
８区分
管理的職業従事者 管理的職業従事者 管理的職業従事者
専門的・技術的職業従事者 専門的・技術的職業従事者 専門的・技術的職業従事者
事務従事者 事務従事者 事務従事者
販売従事者 販売従事者 販売従事者
サービス職業従事者 サービス職業従事者 サービス職業従事者
保安職業従事者
保安職業従事者
農林漁業従事者
輸送・機械運転従事者
保安職業従事者
農林漁業従事者
輸送・機械運転従事者
農林漁業従事者 生産工程従事者
生産工程従事者
建設・採掘従事者
運搬・清掃・包装等従事者
生産工程従事者 建設・採掘従事者 分類不能の職業
輸送・機械運転従事者 運搬・清掃・包装等従事者
建設・採掘従事者 分類不能の職業
運搬・清掃・包装等従事者
分類不能の職業
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付表２　モデル1で用いられた変数の一覧表
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付表 2 モデル 1 で用いられた変数の一覧表  
 
 
 
 
 
 
 
変数の名称 変数の定義
年齢カテゴリー 1 年齢パターンが各歳年齢区分でトップコーディングなしに該当する場合には1。そうでない場合には0。
年齢カテゴリー 2 年齢パターンが各歳年齢区分でかつ85歳以上トップコーディングに該当する場合には1。そうでない場
合には0。
年齢カテゴリー 3 年齢パターンが各歳年齢区分でかつ90歳以上トップコーディングに該当する場合には1。そうでない場
合には0。
年齢カテゴリー 4 年齢パターンが各歳年齢区分でかつ95歳以上トップコーディングに該当する場合には1。そうでない場
合には0。
年齢カテゴリー 5 年齢パターンが5歳年齢区分でかつ85歳以上トップコーディングに該当する場合には1。そうでない場合
には0。
年齢カテゴリー 6 年齢パターンが5歳年齢区分でかつ90歳以上トップコーディングに該当する場合には1。そうでない場合
には0。
年齢カテゴリー 7 年齢パターンが5歳年齢区分でかつ95歳以上トップコーディングに該当する場合には1。そうでない場合
には0。
年齢カテゴリー 8 年齢パターンが10歳年齢区分でかつ90歳以上トップコーディングに該当する場合には1。そうでない場
合には0。
年齢カテゴリー 9 年齢パターンが10歳年齢区分でかつ100歳以上トップコーディングに該当する場合には1。そうでない場
合には0。
産業カテゴリー 1 産業パターンが21区分に該当する場合には1。そうでない場合には0。
産業カテゴリー 2 産業パターンが17区分に該当する場合には1。そうでない場合には0。
産業カテゴリー 3 産業パターンが14区分に該当する場合には1。そうでない場合には0。
職業カテゴリ－1 職業パターンが12区分に該当する場合には1。そうでない場合には0。
職業カテゴリ－2 職業パターンが10区分に該当する場合には1。そうでない場合には0。
職業カテゴリ－3 職業パターンが8区分に該当する場合には1。そうでない場合には0。
地域規模の対数 地域の人口規模の対数
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Creating Anonymized Microdata Based on Japanese Census Data
Shinsuke ITO
《Abstract》
Anonymized microdata for seven types of official statistics are currently 
made available under the Statistics Act in Japan, including Anonymized 
microdata from the 2000 and 2005 ‘Population Census’conducted by the 
Statistics Bureau of Japan. For almost all official statistics, only one type of 
Anonymized microdata is provided.
Several empirical studies on the effectiveness of disclosure limitation 
methods for official microdata, such as micro-aggregation, additive noise 
and data swapping, have been conducted in Japan in order to promote a 
broader use of anonymized data. In addition, empirical studies to assess 
data utility and disclosure risk as part of preparations to provide 
anonymized data from the Population Census have been conducted in Japan. 
This paper quantitatively assesses data utility and data confidentiality for 
anonymized data generated from original microdata from the Population 
Census. This paper also uses geographical thresholds to generate 
anonymized data for smaller geographic areas, and quantitatively assesses 
data confidentiality and data utility for this data. This research aims to 
contribute to the provision of different types of Anonymized microdata e.g. 
with more detailed geographical information. Different types of 
Anonymized microdata will allow researchers from a variety of fields, 
including economics, sociology, demography, and geography, to conduct 
more detailed statistical analysis based on official statistics in Japan.
